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３．人材養成上の課題

（１）新しい「知」の創造による社会貢献

① 世界をリードする質の高い研究者の養成

図3-1-1．民間企業が研究者のリソースとしての大学・大学院に望むこと

資料：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査報告（平成14年度 」）

図3-1-2．海外における研究活動経験の有無

資料：文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査（平成14年度 」）
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② 多様な研究者が活躍できる環境整備

図3-1-3．大学や公的研究機関における任期制の導入状況

（文部科学省（旧科学技術庁）調べ）

（文部科学省（旧文部省）調べ）

○国立試験研究機関及び特定独立行政法人研究機関

（「一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律」（平成９年法律第６５号））

○大学及び大学共同利用機関等

（「大学の教員等の任期に関する法律」（平成９年法律第８２号））

（単位：人）

※平成１３年４月以降、国立試験研究機関の独立行政法人化に伴い、特定独立行政法人研究機関に係
るデータが含まれている。

※平成１０年度については、大学共同利用機関を除く。
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図3-1-4．研究者の処遇に対する満足度

資料：文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査（平成14年度 」）

図3-1-5．主要国における研究者１人当たりの研究支援者数

資料：日本：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

その他：OECD「Main Science and Technology Indicators」

出典：平成16年版科学技術白書
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図3-1-6．我が国における研究者１人当たりの研究支援者数の推移

資料：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

出典：平成16年版科学技術白書

図3-1-7．外国人研究者数と研究者総数に占める割合の推移

資料：法務省「在留外国人統計 、総務省「科学技術研究調査報告」」

出典：文部科学省科学技術政策研究所「科学技術指標（平成16年版 」）
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（２ 「知」の活用や社会還元）

① 創造性豊かな技術者や産学官連携等を推進する人材の養成

図3-2-1．大学等におけるインターンシップの実施状況（平成14年度）

○平成14年度にインターンシップを授業科目として

位置付けて実施した学校（実施率）は、

・大学：317校（46.3％）対前年度 4.4ﾎﾟｲﾝﾄ増

・短大：117校（23.9％）対前年度 0.5ﾎﾟｲﾝﾄ増

・高専： 57校（90.5％）対前年度 3.4ﾎﾟｲﾝﾄ増

といずれも平成13年度に比べ増加。

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14

大学 学校数 104 107 143 186 218 281 317

実施率(%) 17.7 18.3 23.7 29.9 33.5 41.9 46.3

短大 学校数 36 39 57 81 108 127 117

実施率(%) 6.4 7.0 10.3 14.7 21.1 23.4 23.9

高専 学校数 31 35 39 48 52 54 57

実施率(%) 50.0 56.5 62.9 77.4 83.9 87.1 90.5

○平成14年度に授業科目として位置付けたインター

ンシップを体験した学生数は，

大学：30,222人 短大：3,725人 高専：5,174人

※「インターンシップ ：学生が在学中に、企業等において自らの専攻や将来のキャリアに」

関連した就業体験を行うこと。

資料：文部科学省作成

図3-2-2．技術者から見た最近の技術レベルの進歩と自分の能力との格差

社）日本技術士会「技術者の養成・確保の在り方に関する調査 （平成16年3月）資料：（ 」
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図3-2-3．技術者が技術的能力の不足を感じるとき

社）日本技術士会「技術者の養成・確保の在り方に関する調査 （平成16年3月）資料：（ 」

図3-2-4．日本の各種教育機関における社会人教育実施割合（2000年）

人材ニーズ調査委員会（日本商工会議所 「社会人教育の需給状況に関する調査 （2000年）資料： ） 」

出典：文部科学省科学技術政策研究所「科学技術指標（平成16年版 」）
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図3-2-5．大学院における社会人の入学者数等の推移

資料：文部科学省作成
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図3-2-6．高等教育機関卒業者の動向（就職状況）

※大学院博士課程、大学院修士課程、大学学部、短期大学、高等専門学校の卒業者合計。

資料：文部科学省「学校基本調査報告書」

図3-2-7．高等教育機関卒業者の動向（技術者の学歴別構成）

資料：文部科学省「学校基本調査報告書」
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図3-2-8．技術者から見た優秀な技術者を養成・確保していく上で特に重要

な事項

社）日本技術士会「技術者の養成・確保の在り方に関する調査 （平成16年3月）資料：（ 」
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外国人技術者の受け入れと適切な配慮、活用するための諸制度・
諸条件の整備

女性技術者への適切な配慮、活躍しやすい諸制度・環境の整備

大学入試の改革

職場での教育訓練の強化・充実

職場での研修並びに自己啓発を奨励する措置の採用

大学等における技術者の再教育のための諸条件・制度の整備

高年技術者への適切な配慮、最活躍しやすい諸制度・環境の整備

大学等における工業教育等の改革・充実

高校以下の理科教育等の改革・充実

技術者の社会的ステータスを高める方策

科学技術への興味と関心を呼び起こす教育の強化・充実

技術者に対する処遇と職場環境の改善
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図3-2-11．専門職大学院の設置状況（平成16年度）

資料：文部科学省作成

出典：平成16年版科学技術白書

【【国立国立】】 ８大学８大学 ８研究科等８研究科等 ９専攻９専攻
○一橋大学大学院 国際企業戦略研究科 経営・金融専攻

○京都大学大学院 医学研究科 社会健康医学系専攻

○神戸大学大学院 経営学研究科 現代経営学専攻

○九州大学大学院 医学系教育部 医療経営・管理学専攻

○九州大学大学院 経済学教育部 産業マネジメント専攻

○小樽商科大学大学院 商学研究科 アントレプレナーシップ専攻

○東北大学大学院 法学研究科 公共法政策専攻

○東京大学大学院 公共政策学教育部 公共政策学専攻

○香川大学大学院 地域マネジメント研究科 地域マネジメント専攻

【【私立私立】】 １２大学１２大学 １４研究科１４研究科 １４専攻１４専攻
○青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科 国際マネジメント専攻

○芝浦工業大学大学院 工学マネジメント研究科 工学マネジメント専攻

○中央大学大学院 国際会計研究科 国際会計専攻

○早稲田大学大学院 公共経営研究科 公共経営学専攻

○早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 国際経営学専攻

○早稲田大学大学院 ファイナンス研究科 ファイナンス専攻

○天使大学大学院 助産研究科 助産専攻

○東京理科大学大学院 総合科学技術経営研究科 総合科学技術経営専攻

１年コース

２年コース

○日本社会事業大学大学院 福祉マネジメント研究科 福祉マネジメント専攻

○法政大学大学院 イノベーション・マネジメント研究科

イノベーション・マネジメント専攻

○明治大学大学院 グローバル・ビジネス研究科 グローバル・ビジネス専攻

○同志社大学大学院 ビジネス研究科 ビジネス専攻

○宝塚造形芸術大学大学院 デザイン経営研究科 デザイン経営専攻

○徳島文理大学大学院 総合政策研究科 地域公共政策専攻

＜入学定員：＜入学定員： ４２１４２１人＞人＞
＜入学定員： ８５人＞

＜入学定員： ２２人＞

＜入学定員： ５４人＞

＜入学定員： ２０人＞

＜入学定員： ４５人＞

＜入学定員： ３５人＞

＜入学定員： ３０人＞

＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ３０人＞

＜入学定員：＜入学定員： ９８３９８３人＞人＞
＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ２８人＞

＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ５０人＞

＜入学定員：１５０人＞

＜入学定員：１２５人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： １０人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： ８０人＞

＜入学定員： ６０人＞

＜入学定員： ８０人＞

＜入学定員： ７０人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： １０人＞

【【国立国立】】 ８大学８大学 ８研究科等８研究科等 ９専攻９専攻
○一橋大学大学院 国際企業戦略研究科 経営・金融専攻

○京都大学大学院 医学研究科 社会健康医学系専攻

○神戸大学大学院 経営学研究科 現代経営学専攻

○九州大学大学院 医学系教育部 医療経営・管理学専攻

○九州大学大学院 経済学教育部 産業マネジメント専攻

○小樽商科大学大学院 商学研究科 アントレプレナーシップ専攻

○東北大学大学院 法学研究科 公共法政策専攻

○東京大学大学院 公共政策学教育部 公共政策学専攻

○香川大学大学院 地域マネジメント研究科 地域マネジメント専攻

【【私立私立】】 １２大学１２大学 １４研究科１４研究科 １４専攻１４専攻
○青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科 国際マネジメント専攻

○芝浦工業大学大学院 工学マネジメント研究科 工学マネジメント専攻

○中央大学大学院 国際会計研究科 国際会計専攻

○早稲田大学大学院 公共経営研究科 公共経営学専攻

○早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 国際経営学専攻

○早稲田大学大学院 ファイナンス研究科 ファイナンス専攻

○天使大学大学院 助産研究科 助産専攻

○東京理科大学大学院 総合科学技術経営研究科 総合科学技術経営専攻

１年コース

２年コース

○日本社会事業大学大学院 福祉マネジメント研究科 福祉マネジメント専攻

○法政大学大学院 イノベーション・マネジメント研究科

イノベーション・マネジメント専攻

○明治大学大学院 グローバル・ビジネス研究科 グローバル・ビジネス専攻

○同志社大学大学院 ビジネス研究科 ビジネス専攻

○宝塚造形芸術大学大学院 デザイン経営研究科 デザイン経営専攻

○徳島文理大学大学院 総合政策研究科 地域公共政策専攻

＜入学定員：＜入学定員： ４２１４２１人＞人＞
＜入学定員： ８５人＞

＜入学定員： ２２人＞

＜入学定員： ５４人＞

＜入学定員： ２０人＞

＜入学定員： ４５人＞

＜入学定員： ３５人＞

＜入学定員： ３０人＞

＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ３０人＞

＜入学定員：＜入学定員： ９８３９８３人＞人＞
＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ２８人＞

＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ５０人＞

＜入学定員：１５０人＞

＜入学定員：１２５人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： １０人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： ８０人＞

＜入学定員： ６０人＞

＜入学定員： ８０人＞

＜入学定員： ７０人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： １０人＞

【【国立国立】】 ８大学８大学 ８研究科等８研究科等 ９専攻９専攻
○一橋大学大学院 国際企業戦略研究科 経営・金融専攻

○京都大学大学院 医学研究科 社会健康医学系専攻

○神戸大学大学院 経営学研究科 現代経営学専攻

○九州大学大学院 医学系教育部 医療経営・管理学専攻

○九州大学大学院 経済学教育部 産業マネジメント専攻

○小樽商科大学大学院 商学研究科 アントレプレナーシップ専攻

○東北大学大学院 法学研究科 公共法政策専攻

○東京大学大学院 公共政策学教育部 公共政策学専攻

○香川大学大学院 地域マネジメント研究科 地域マネジメント専攻

【【私立私立】】 １２大学１２大学 １４研究科１４研究科 １４専攻１４専攻
○青山学院大学大学院 国際マネジメント研究科 国際マネジメント専攻

○芝浦工業大学大学院 工学マネジメント研究科 工学マネジメント専攻

○中央大学大学院 国際会計研究科 国際会計専攻

○早稲田大学大学院 公共経営研究科 公共経営学専攻

○早稲田大学大学院 アジア太平洋研究科 国際経営学専攻

○早稲田大学大学院 ファイナンス研究科 ファイナンス専攻

○天使大学大学院 助産研究科 助産専攻

○東京理科大学大学院 総合科学技術経営研究科 総合科学技術経営専攻

１年コース

２年コース

○日本社会事業大学大学院 福祉マネジメント研究科 福祉マネジメント専攻

○法政大学大学院 イノベーション・マネジメント研究科

イノベーション・マネジメント専攻

○明治大学大学院 グローバル・ビジネス研究科 グローバル・ビジネス専攻

○同志社大学大学院 ビジネス研究科 ビジネス専攻

○宝塚造形芸術大学大学院 デザイン経営研究科 デザイン経営専攻

○徳島文理大学大学院 総合政策研究科 地域公共政策専攻

＜入学定員：＜入学定員： ４２１４２１人＞人＞
＜入学定員： ８５人＞

＜入学定員： ２２人＞

＜入学定員： ５４人＞

＜入学定員： ２０人＞

＜入学定員： ４５人＞

＜入学定員： ３５人＞

＜入学定員： ３０人＞

＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ３０人＞

＜入学定員：＜入学定員： ９８３９８３人＞人＞
＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ２８人＞

＜入学定員：１００人＞

＜入学定員： ５０人＞

＜入学定員：１５０人＞

＜入学定員：１２５人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： １０人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： ８０人＞

＜入学定員： ６０人＞

＜入学定員： ８０人＞

＜入学定員： ７０人＞

＜入学定員： ４０人＞

＜入学定員： １０人＞

注） 法科大学院を除く。
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図3-2-13．英国・米国における主な科学コミュニケーター養成コース

出典：文部科学省科学技術政策研究所「科学技術理解増進と科学コミュニケーションの

活性化について （2003年11月）」

英国の主な科学コミュニケーター養成コース 

 

大学コース名 コースの種別・期間 種類と定員 講義内容 主な就職先 

ロンドン大学 

インペリアルカレッジ  科学コ

ミュニケーション グループ 

修士課程、全日制

は１年、夜間コース

は２年 

科学コミュニケーションコース（40

人）、科学メディア制作コース（10

人）、技術翻訳コース（5 人） 

セミナーがコアカリキュ

ラム 

主 に マ ス メ デ ィ

ア 、翻 訳 会 社 、

企業、国際機関

ロンドン大学 

ユニヴァーシティカレッジ科学

社会論学科 

学部、修士課程（１

年）、博士課程 
科学社会論学科内に併設 

セミナー、科学社会論・

科学史関連の講義 

マスメディアその

他 

バース大学 

科学・文化・コミュニケーショ

ン・プログラム 

修士課程（全日制

は１年、夜間は２～

４年） 

科学コミュニケーション・メディア

研究コース（12～15 人） 

科学一般と科学技術理

解増進、コミュニケーシ

ョン技術の習得 

メ デ ィ ア 、 博 物

館 、教育 機 関、

企業 

オープン・ 

  ユニヴァーシティ 

   （放送大学） 

1998 年創設の修士

課程（３～７年） 

科学（科学コミュニケーション、科

学と社会） 

科学 コミュ ニ ケーシ ョ

ン、科学社会論ほか、７

つのモジュールプログ

ラムから選択 

  

 

 

米国の主な科学コミュニケーター養成コース 
 

大学コース名 コースの種別・期間 種類と定員 講義内容 主な就職先 

カリフォルニア大学サン

タクルス校科学コミュニ

ケーションコース 

修士課程（１年） 

サ イエンスライティン

グ・コース、サイエンス

イラストレーション・コー

ス、各 10 名 

ライティング・コースは、執筆、

編集、ワークショップが軸。イラ

ストレーション・コースは実技主

体 

マスメディア、 

プログラム・マネージャ

ー、学芸員、博物館等の

美術担当他 

ボストン大学科学・医学

ジャーナリズムコース 
修士課程（１年半） 

科学・医学ジャーナリ

ズム・コース、15～20

名 

演習と講義 
メディア、 

大学広報部他 

ジョンズホプキンス大学

ライティング・セミナーズ
修士課程（１年） 

サ イエンスライティン

グ・プログラム、５名 
セミナー中心 

メディア、 

博物館、広報部 

ニューヨーク大学ジャー

ナリズム・マスコミュニケ

ーション学部 

修士（１年） 
科 学 ・ 環 境 報 道 コ ー

ス、12～15 名 
セミナーと講義 メディア 

マサチューセッツ工科大

学サイエンスライティン

グ・プログラム 

修士（１年） 
サ イエンスライティン

グ・プログラム、５名 
セミナー、他学部の講義 2002 年秋創設 

 



図3-2-14.研 究者が研究職以外の方面へ進出を考えたときに興味のある職種

高度な研究技能者
b=23制

研究開発等の企画 'マネージメント部門
m・53理
研究開発等の評価部門

h=26劇
研究成果の知的財産化を図る業務 ・部門

ln=140]
研究成果とその活用先 ・利用先を繋ぐ業務

l■=4111

研究成果を利用した起業を支援する業務
L=198]

研究成果を利用し、最終的な製品として形作る
h=345]

研究成果を事業化する起業家
[n・30珂

研究者社会と国民社会を繁ぐインタープリター

b=315]
小 ・中 ・高校において教育 ,育成に携わる業務

1■=87劇

その他
l■=24]

わからない
ln=5咽

興味はない

l■=59]

資料 :文部科学省 「我が国の研究活動の実態に関する調査 (平成14年度)」

%
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図3-2-15。青少年のための科学の祭典への出展参加者の内訳及び入場者数

議歩率のた鞠韓譲寧韓轟轟黍轟ヅ議寵寵舎幾議

出展者総数対象数 6413

箕員 972 15.2%

中学校教 員 845 13.2%

高等学校教 員 1477 23.00/8

高専教 員 36 0,6%

大学教 員 ・学 生 557 8.70/8

その他学校 68 1,10/8

教育センター 108 1.7%

教育委員会 46 0.7%

科学館博 物館職 員 1.7%

行政 関係 66 130%

企 161 2.50/8

その他団 87 1.40/8

所属判 明: 4534 70.70/8

所属 不 明者 g 1879 29.30/0
・対象は1995年度以降 `任意提出の勤務先から分類 。不明者には,窯 職,勤 務先寄調査以前の情報を含む ・所属が大学の場合は教員か

学生/jS不明 。その他学校には,幼 稚園、標育園、盲 。聾 ・養護学校を含む ・行政関係には,国 立研究所,県 立研究所 ・試験場を含む

青少辱のための群学の祭典入場着デ串夕

600,000,(

500,000,(

400,000,(

300,000,(

200,000,(

100,000,(

0人

ざざざざざざざぜドドド

※ 「青少年のための科学の祭典」:科学技術振興事業団 (現 :独立行政法人科学技術振興機

構)が 主な事務局となり、青少年が自分自身で実験や工夫を体験することで、科学の面白

さや不思議さを感じる機会を充実することを目的として平成4年度に始められたもの。

資料 :文部科学省作成
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図3-2-16.サイエンス ・レンジャーからの意見 ・要望

呂窪嚢鷺鍮整儀蕎基誓維醤認準幕sR活動をするのtまかなり大変。また、熱怒
に外での活動を行うと、議綾の鮭徒への教育をないがしろにしているとむヽう

同僚の目がある。
OSRは 、地域で何らかの活動をしている。私も仲間たちとグループをつくり

幸、主催者が負担するが、自分たちの
F行つている。
させたい。という願いでキヤラバンを

景塩星繰縁看警勢予里争響望懲録肇と
ド、仲間を一人連れてきましょう」と

暑岳予皇蔦写君晶督占P建警事皆薯垢賃録を暮撃密捲諄多含寧宮景嚢蟻松塾
や理科に興味を持って欲しい教

1こ
とが大切。指導方法などではなく、

自身が必ずしも理科について課題i
はあらゆる教科を指導する大変さ7

さりしようと言う考えは起こりうる。ギ

めにちょつとした観点で実験がしすくなる、楽しい、面白いを体験させたい。

などのレベルにも理解が必要である。つi

る突豊塔岳扇墜2捺謝楚轟蕃ぁる。講師として企画立案しても、我々が二一ズ
を捜しだすのは難しい。

SRが 地域コーディネーターとして他学校に出動することについて

花岩次に任せることになり、管理職よ
りも同僚の目が気になる。

ど○活動には資金が必要。謝礼をもらつても交通費分だけ抜き、残りは活動資金

にまわしている。

出やすいし、上司が判断しやすい。

※ 「サイエンス ・レンジャー」:「科学実験」、「科学工作」を通して、科学や技術の素晴らし

さを感動的に伝える活動をしている実験名人を (独)科 学技術振興機構に登録する制度。

小中高の教員、大学教員や国立研究所の研究官等からなる。平成15年4月現在、全国で登

録者167名。出動の要請を受けて全国各地で出前の科学実験 ・科学工作を行っている。

資料 :文部科学省作成
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図3-2-17．研究者の情報発信についての状況

自らの研究の社会貢献について（経年比較）

社会貢献をわかってもらうための努力（経年比較）

資料：文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査（平成14年度 」）
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65.7%

76.8%

61.9%

79.6%

65.9%

68.5%

67.0%

67.2%

84.5%

21.9%

22.7%

18.0%

31.9%

17.5%

23.8%

26.9%

28.1%

22.4%

12.1%

5.6%

③0.9%

③1.7%

③1.4%

③0.3%

③0.5%

③2.9%

③1.6%

③2.8%

③0.0%

④2.1%

④1.1%

④2.0%

④0.8%

④0.5%

④0.0%

④0.9%

④3.4%

④2.7%

④2.3%

⑤0.4%

⑤0.5%

⑤0.0%

⑤0.2%

⑤0.6%

⑤1.7%

⑤0.0%

⑤2.1%

⑤0.6%

⑤1.0%
1.5%

1.7%

1.0%

0.5%

1.4%

2.3%

1.4%

2.0%

3.4%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(H14)[N=1355]

(H05)[N=1001]

(H14)[N=495]

(H05)[N=383]

(H14)[N=211]

(H05)[N=214]

(H14)[N=584]

(H05)[N=345]

(H14)[N=58]

(H05)[N=58]

全
体

大
学

等

公
的

研
究

機
関

等
民

間
企

業
そ

の
他

①実社会に貢献すると思うし、そのことは一般の人々にもわかってもらえるものだと思う[N=991,658]
②実社会に貢献すると思うが、そのことは一般の人々にはわかってもらうことは難しい[N=297,227]
③実社会に貢献するとは思わない[N=12,28]
④わからない[N=29,11]
⑤その他[N=6,10]
⑥無回答[N=20,17]

53.6%

49.8%

52.4%

52.7%

68.5%

55.3%

48.5%

37.7%

51.3%

77.6%

37.5%

36.0%

41.1%

36.7%

26.8%

34.0%

38.8%

41.1%

38.5%

14.3%

5.1%

9.1%

5.9%

5.7%

7.5%

16.0%

7.7%

3.4%

3.6%

2.9%

3.8%

1.8%

3.5%

4.3%

2.6%

0.0%

4.8%

3.0%

3.4%

2.0%

0.0%

6.1%

0.9%

0.5%

1.4%

0.0%

0.8%

0.3%

1.4%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(H14)[N=991]

(H05)[N=658]

(H14)[N=380]

(H05)[N=237]

(H14)[N=168]

(H05)[N=141]

(H14)[N=400]

(H05)[N=231]

(H14)[N=39]

(H05)[N=49]

全
体

大
学
等

公
的
研

究

機
関
等

民
間
企
業

そ
の
他

機会あるごとに一般の人々をも対象として自分の研究がいかに実社会に貢献するのかについて話をする、原稿を書くなどしている。[N=531,328]

一般の人々にも自分の研究が実社会に貢献することを伝えるよう努力したいとは思うが、時間がないなどの理由により実際にはなかなかできないでいる。
[N=372,237]
研究者は研究活動に専念するべきであり、自分の研究が実社会に貢献することを一般の人々に伝えることは、研究者の仕事とは思わないし、そのための努力も
していない。[N=34,24]
その他[N=51,60]

無回答[N=3,9]



- 31 -

図3-2-18．研究者のアウトリーチ活動に対する意識

資料：文部科学省「我が国の研究活動の実態に関する調査（平成15年度 」）

出典：平成16年版科学技術白書

31.9%

20.5%6.7%

1.3%

2.9%

1.5%

35.3%

いずれとも言えない

どちらかと言えば行いたくない

行いたくない

行う必要を感じない 無回答
行いたい

どちらかと言えば行いたい
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